
（様式１）
稲敷市 　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成28年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28

稲敷市東日本大震災
復興交付金基金残高

稲敷市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

稲敷市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

35,797 0 251,988

執行
年度
23
24
25
26
27
28

合　計 251,988

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0

862

287,785

14,250

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

18,010
185,798

交付分
稲敷市

0
59,467

0
0

126,552

0
59,240

24,510

17,946
48,250

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」、「基金の利息額」、「取崩額」の欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

8,716
0

61,612 48,838

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

35,517
4,605

0

46,500
0



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 46,500 4,605 -
25 14,250 35,517 - 25年12月、用水路付帯工事発注。26年3月完了。
26 862 8,716 12,774 26年11月、用水路付帯工事発注。27年3月完了。
27
28

累計 61,612 0 48,838 12,774
23 0 0 0 0
24 46,500 0 4,605 0
25 14,250 0 35,517 0
26 862 0 8,716 12,774
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

82,150 61,612 0 48,838 12,774
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
82,150 61,612 0 48,838 12,774

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

市町村
交付分

各年度
別合計

－ 1

農山漁村地域
復興基盤総合
整備事業（復
興基盤総合整
備事業）

（稲敷市）
石納・野
間谷原

県 県 直接 完了 82,150 24 ～ 261 C －

稲敷市
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

都道県
交付分

（様式２C)

1

25年1月、家屋事前調査発注。25年3月完了。
25年1月、用水路工事発注。26年3月完了。

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23

24 56,124 55,922 -

25 18,010 17,946

26 185,798 48,250
26年7月　業務発注
27年3月　業務完了

27 126,552
27年4月　業務発注
28年3月　業務完了

28 24,510

累計 284,442 0 248,670 0

23
24 3,343 3,318 25
25
26
27
28

累計 3,343 0 3,318 25
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 59,467 0 59,240 25
25 18,010 0 17,946 0
26 185,798 0 48,250 0
27 0 0 126,552 0
28 24,510 0 0 0

383,437 287,785 0 251,988 25
383,437 287,785 0 251,988 25

全体
事業
期間

379,258 24 ～ 28

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

－ 1

被災住宅等再
建状況調査事
業

（稲敷市）
東地区

市 市 直接 完了 4,179 24 ～ 24

稲敷市
省庁名 国土交通省

事業番号

2 D － 19 － 1 －

稲敷市市街地
液状化対策事
業

（稲敷市）
東地区

市 市 直接 継続

（様式２D）

3 ◆ D － 19 － 1

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

24年10月　業務発注
26年3月　業務完了

24年11月　業務発注
25年3月　  業務完了

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。
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